

















































（Anweisung, délégation, assignatio, delegatio）」理論である。たとえば，独仏






















Händigt jemand eine Urkunde, in der er einen anderen anweist, 
Geld, Wertpapiere oder andere vertretbare Sachen an einen 
Dritten zu leisten, dem Dritten aus, so ist dieser ermächtigt, die 
Leistung bei dem Angewiesenen im eigenen Namen zu erheben; 
der Angewiesene ist ermächtigt, für Rechnung des Anweisenden 











Nimmt der Angewiesene die Anweisung an, so ist er dem 
Anweisungsempfänger gegenüber zur Leistung verpflichtet; er 
kann ihm nur solche Einwendungen entgegensetzen, welche die 
Gültigkeit der Annahme betreffen oder sich aus dem Inhalt der 
Anweisung oder dem Inhalt der Annahme ergeben oder dem 
Angewiesenen unmittelbar gegen den Anweisungsempfänger 
zustehen. Die Annahme erfolgt durch einen schriftlichen Vermerk 
auf der Anweisung. Ist der Vermerk auf die Anweisung vor der 
Aushändigung an den Anweisungsempfänger gesetzt worden, so 









La délégation est une opération par laquelle une personne, le 
délégant, obtient d’une autre, le délégué, qu’elle s’oblige envers une 
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troisième, le délégataire, qui l’accepte comme débiteur. Le délégué 
ne peut, sauf stipulation contraire, opposer au délégataire aucune 
exception tirée de ses rapports avec le délégant ou des rapports 








































l’extinction des obligations）」の節の「更改（De la novation）」の款のな
かで，1275条（および1276条）に規定が置かれていた。






La délégation par laquelle un débiteur donne au créancier un autre 
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débiteur qui s’oblige envers le créancier, n’opère point de novation, si 
le créancier n’a expressément déclaré qu’il entendait décharger son 



























































　 　 La novation par changement de débiteur s’opère, soit par délégation 
ou mandat du premier débiteur au nouveau, soit par l’intervention 
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まがないほど課題が山積しているといえる。
ここまでで本報告の主たる内容は達せられたように思えるが，最後に，
上記検討を通じて生ずるおそれのある疑問について述べておこう。すなわ
ち，指図が資金移動取引の法的基礎になっており，わが国の新民法の更改
規定と命脈を繋いでいるのであれば，現在の資金移動取引の法的性質は債
務者ないし債権者の交替による更改で説明できるのではないか，との疑問
である。
結論から言えば，資金移動取引を当事者の交替による更改によって説明
することは困難である。資金移動取引は（更改効を生ずる場合もあるが）
更改ではないからである。更改であるということは，既存債務があり，そ
の消滅とともに新債務が発生するということを意味するが，たとえば，親
が子に仕送りするために銀行振込によって送金する場合には，親子間には
消滅する既存債務がなく，また，為替手形を引き受けたら当然に原因関係
が消滅するわけでもない。さらに，そもそも小切手の場合は新債務自体が
発生しないのである（引受禁止（小切手法 4 条））。
そのうえ，独仏法の現在の通説によると，指図は更改ではない，すなわ
ち，指図と更改とは別個独立の法的範疇であると解されている。それゆえ，
先に挙げた独仏の指図規定には更改という文言はなく，更改の要素も含ま
れていないのである。このことは，指図の当事者に債権者や債務者という
文言が用いられていないことからも理解できる。
フランス民法典の指図規定が改正されたことも，かかる指図理論の進展
に起因する。すなわち，フランス民法典成立当初（1804年），指図は更改
の一種であると考えられていた。ボアソナードは当時の通説に則って旧民
法を立法したため，嘱託を更改規定のなかに置いたことは前述したとおり
である。先に挙げたフランスの新旧指図規定を見比べてみると，大幅な改
正がなされていることが見て取れるであろう。
そうすると，なぜフランスでは指図が更改と同種のものと解されていた
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のか，そして，なぜ更改と峻別されることになったのかという新たな疑問
が生じることになる。さらに，独仏の指図規定を見比べてみると，非常に
懸隔ある規定内容になっていることが理解できる。たとえば，フランス
法では，指図の結果，被指図人が受取人に義務を負うことになるという点，
証書を要求していない点，ドイツ法では指図給付の目的物が金銭，有価証
券，代替物に限定されている点など，さまざまな差異が看取しうる。
このような事情から，わが国における指図研究の端緒として，さしあた
り独仏法における指図の理論的背景を明らかにすることから研究を始めた。
かかる理論的背景を正しく把握することによって，独・仏法の指図の異同
および現在の立法・学説を正しく理解することができるのである（詳細は，
拙著『独仏指図の法理論―資金移動取引の基礎理論』（2016年，慶應義
塾大学出版会）を参照）。
